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現代 イギ リス労資関係の転換についての一考察(1)

一 職場労使関係の変化と労資関係一

上 田 眞 士

1イ ギIjス での論争あ整理と本論の課題,仮 説

現代 イギ リス労使 関係 の変容,と りわ け80年 代以降の ドラステ ィ ックな変容

をめ ぐって は,既 に数多 くの分析や調査が行われてい る。唯一組合協 定や非 ス

トライキ条項の締 結,新 人事管理 の胎動 としての シ ングル ・ステー タス化な ど

新 たな現象が 日系企業の進 出 と結 びつい て注]を 浴 びる一方で,そ の肇化の規

模 ・内容 に関わ って多 くの論争が行わ れて きた。Beardwell〔1992〕 は,こ れ

らの論争 に対 して示唆的 な整理 を行 うとともに,労 使 関係の変化の意味をめ ぐ

る重要 な提起 を行 ってい る。 ここで は,ま ず,貴 重 な事実発見 を通 して イギ リ

スでの論争展 開の基軸 となった二つ の調査研究 の事実発見 と論点 を紹介 し,次

いでBeardwell〔1992〕 の 言 う論争 の二つ の理論 的フ ォーマ ットの内容に言及

し,そ して,労 使 関係変化の意味 をめ ぐって彼が提起 した理解 の枠組み を提示

す る。 目的は,本 論 の課題,仮 説 を設定す ることである。

1.二 つ の調 査 研 究 ・二 つ の 理 論 的 フ ォー マ ッ ト ・Beardwellの 提起

基 軸 と な っ た 二 つ の 調 査 研 究 と は,一 つ はWilliamBrownのTheChanging

ContoursofBritishIndustrialRelations(以 下,Browned.〔 ユ981〕 〉 で あ り,

い ま 一 つ はNcnMllwardを 中 心 に1980,84,90年 と 三 次 に わ た っ て 大 規 模 に

組 織 さ れ た 職 場 労 使 関 係 調 査 の 調 査 報 告,と り わ け そ の 「第 三 次 報 告 書 」

(WorkplaceIndustrialRelationsinTransition,以 下Millwardetal.〔1992〕)
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で.ある。

B■owned,〔1981}は 製 造業 における団体 交渉構造の変貌 とい うテーマ を基

本視点に据えた もので あるが,そ の事実発 見 と論点 は以下 の三点 に集約で きる。

第..一には,団 体交 渉構造 の変貌 をイギ リス労使 関係 に伝統的 な複数雇主協定の

衰退 と単 一雇主 協定へ の移行 と して特徴づ けた ことで ある。第二 に,経 営側で

の労使 関係管理 の専 門化 ・職 業化 の趨 勢 と労働 組合側 での ショップ ・スチ ュ

ワー ド組織 の公式化 の傾向 を見出 し,企 業 内労使 関係の成熟化 を団体交渉構造

の変動 と関連 させ て捉 えてい ることである。 そ して第三 に,こ れ ら70年 代 イギ

リス労使関係の変容 を ドノヴァン委員会の改革方策の実践の プロセ.スとして理

解 してい ることである%

Browned.〔1981〕 が70年 代 労使 関係 変化 を産業別全 国協 約の衰退 と団体交

渉 の企業 内化 の問題 と して把握 してい るの に対 して,Millwardetal.〔1992〕

は,三 つの時点 の調査 の時系列分析 を通 して80年 代 後半における変化 が如何 に

大 きな もので あったか を強調 してい る。結論は4点 にわたって整理 され ている

が,そ の 中心的 なポイ ン トは,「1980年 代 には雇用 関係 に主要 な変化 が見 られ

たが,最 も重要 な ものは労働組合による 《労働者代表》 と団体交渉の カバーす

る範囲 の衰退 であ る」 とい うこ とで あ る2)oMillwardetal.〔1992〕 は,伝 統

的 な労使関係制度は全体 としてのイギ リス経済 を特徴づ けてい るとは もはや言

えない と結論づ けているのである。

以上の二つの代表的な調杳研究 の提示す る事実発見 ・論点が基軸 とな ってイ

ギ リスでの労使 関係 変化 をめ ぐる論争 は推移 してい った と言えるので あるが,

1)W.Brow恥e〔L,凱8伽 π脚g(如 露o嶋 げB薦 ホ硯 η4鷹 師 α'Rε 血`ピoπ∫,B訊silBlackweU,1981,

PP.118-121.な お,シ ョ ップ ・ス チ ュ ワー ド組 織 の公 式 化 の 具 体 的 内容 と して は,大 規模 事 業

所 に お け る複 雑 な シ ョ ッ プ ・ス チ ュ ワ ー ド組.織 の 形 成 と そ れ に対 す る強 い 手 続 き上 の 承 認,ク

ロー ズ ド ・シ ョ ブプ協 定,チ ェ ッ ク ・オ フに よ る 賃金 か らの組 合費 の 控 除 等 が 指 摘 され て い る。

2)N.Mill-and,鯉t』.、 恥 噸'細1"ぬ5師 α'Rε 価o鷲 ゴη 乃 η瘤 如 罵Dar吐lnouthPubh曲ngLtd.,

1992,p350,他 の 三 つ の結 論 は,② 労 働 組.合 に よ る労 働 者 代 表 と 団体 交 渉 が 存 続 して い る 職 場

で は変 化 は驚 くほ ど少 な い こ と,③ 労 働 組 合 に よ る労 働 者 代 表 に と って 代 わ る従 業 員 代 表 の 新 し

い パ タ ー ンは 出 現 して い な い こ と,④ 労 使 関係 変化 のパ タ ー ン に重 要 な影 響 を 及 ぼ して い る もの

は経 済 の 主 要 な 構 造 変 化 で あ る こ と,の 三 点 で あ る。
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Beardwell〔1992〕 は80年 代 にお けるイギ リスで の論争 の経過 を整理 して,論

争 に は二 つの理論 的 フ ォーマ ッ トが あ った と定式化 してい る。制 度主義 的 な

.フ ォーマ ットと,今 一つ は従 業員利益表 出形式 や経営 戦略の変化 に着 目す る

フォー マ ッ トで あ る3,。Beardwell〔1992〕 に よれ ば,第 一 の 制 度主 義 的 な

フ ォーマ ットに属す る見解 は,団 体交渉を よ り効率的に機 能させ よ うとす る試

み と して80年 代 の状況 を理解 しよ うとす るものであ り,労 働 組合的賃金交渉 シ

ステムや ジ ョブ ・コン トロール とい った団体交渉構造に関わ る 「硬直性」 を緩

.和 しよ うとす る交渉機構改 革や人事管理制度改革 に注 目す るものである。要す

るに このフ ォーマ ットに属す る見解で は,関 心 は制度 ・機構の変化 ・改定に集

中 してい るのであ り,新 労使 関係 は労使 関係制度改革の過程の結果であ ると理

解 される。.第二 のフ ォーマ ットに属す る見解 の説明枠組み は,制 度論的枠組み

ではな く,従 業員利益表出形式や経営 戦略 の変 化を論 じる ものであ り,労 使関

係課題 をめ ぐる哲 学的変 化を重視 する もので あ る。 この アプローチでは,ノ

ン ・ユニ オニズムや個 人主義 の台頭,人 的資源管理の登場が注 目され,そ れ ら.

は イギリス労使 関係制 度の多元主義 的伝統への対案モデルで あ ると理解 され る。

集団的労使関係 にもた らされた根本 的な変化 はまだ始 まったばか りで あ り,今

なお進行 中であ ると考 えられている㌔

この 二つ の理 論 的 フォー マ ッ トを ツー ル と した 論争 の整理 を踏 ま えて..

Beardwel1〔1992〕 が 導 き出 した労使 関係 変化 の意味 をめ ぐる仮説 的主張 は,

.従 業 員 利 益 表 出 形 式 や 経 営 戦 略 に お け る 《集 団 主 義/代 表 主 義》

(collectivist/representativeethic)か ら(個 人 主 義/統 合 主 義》(individual-

ist/incorporationistethic)へ の 転換であ る5〕。やや敷衍 してい えば,Beardwell

〔1992〕 は,従 業員利益の表 出形式や経営 戦略 など労使双方 の労使 関係への ア.

3)1.B・a・dw・u,"τ』・N・wl・d・・trialR・1・丘。・・～AR・vi・w。正th・D曲 ・"・魚 脚R郡 　 ε

鋸απμ解那㎝εJoκmα4vol.2.no.2,1992.p.1.尚,Beardwellに よる論争の整理については,既

に小笠原 〔1995〕にも紹介がある(小 笠原浩一 『「新自由主義」労使関係の原像」.木鐸社、1995

年,244-246ペ ージ〕0

4)1、Beardwell,op.,PP・1-2.

5)fゐf6己,P.6.
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ブ ローチを制度 ・構造 の背後 にあ って これ を支え るもの として捉 え,そ の変化

に着 目しようとしているので ある。第一の制度主義的な フォーマ ッ トは,団 体

交渉制度改革 とい う伝 統的 な関心事 に捕 らわ れた フ ォーマ ッ トで あ り,《 集 団

主義/代 表主義》 とい う労使双方 にお ける旧い アプ ローチを引 きず る もので あ

るの に対 し,第 二 の フォーマ ッ トは,〈 個 人主義/統 合主義〉 とい う労使双方

にお ける売 り出 し中の新 しい アプローチを表示 している とい うので ある。

一

2.本 論 の課 題 と仮 説

筆 者 の 課 題 は,《 集 団 主 義/代 表 主 義 》 か ら 《個 人 主 義/統 合 主 義 》 へ の 転

換 と い う,Beardwell〔1992〕 の 提 示 し た 図 式 に 代 わ る 理 解 の 枠 組 み を 試 論 的

に 構 想 す る こ とで あ る 。

仮 説 の 第 一 は,80年 代 を 分 岐 と す る 現 代 イ ギ リ ス 労 資 関 係 の 変 容 の 過 程 は,

団 体 交 渉 とい う枠 組 み を 職 場 労 使 関 係 の 基 底 と す る マ ク ロ 基 軸 の 労 資 関 係 と い

う従 来 の 労 資 関 係 タ イ プ か ら の 変 容 の 過 程 で あ り,労 使 の 生 産 性 向 上 に 向 け た

相 互 コ ミ ッ トメ ン トす な わ ち 「生 産 性 同 盟 」(productivityalliances)5〕 と い う 枠

組 み を 職 場 労 使 関 係 の 基 底 と す る ミ ク ロ基 軸 の 労 資 関 係 を 新 た に 生 み 出 し つ つ

あ る とい う こ と で あ る 。

仮 説 の 第 二 は,新 た に 生 ま れ つ つ あ る こ の 労 資 関 係 タ イ プ の 下 で の 職 場 労 使

関 係 で は,労 使 関 係 に お け る 個 人 主 義 と 集 団 主 義 は 互 い に 排 除 し あ う と い う よ

6)Bonnet　 〔1985〕,ス トリー ク[1984〕 は,不 況への ひとつの反応 としての労使双方におけるセ

クシ ョナ リズムの勃 興が,個 別企業 レベ ルにおける協調的同盟への労使の統合を生み出す ことを

指摘 してい る。彼 らによれ ば,こ の労使 の協調的 同盟 は.個 別企業の 「柔軟性」を回復させよ う

とす る使用者側 と.自 発 的に労働 のフ レキシビIJテ ィを受容す る 「協 調的生産主義 」の労働 者側

との 協調 的 同盟 で あ る.Bonnett〔1985〕.ス トリー ク 〔!984〕は,こ れ を 「生 産 性 同盟」

(productivityalliances)と 規定 して いる(K、Bom融U,"CprIx}rali5[【 乙aπLdTi1臼1c1田rism=istllere

fifeafterdeath?',inA.Cawson、 団.OrganizedlnterutsandtheStatgSAGEPublicationsLtd.,

1ヨ85レpp.100-104.及 びW.ス トリー ク,「 ネオコーポラテ ィズ ム的労使 関係 と経済危機」,」.H、

Goldthorpe,ed,,Orderand(onflictinContemporaryCapitalism,ClarendonPress,1984,稲.ヒ

毅訳,『 収敏の終焉」,有 信 堂,1987年,252.254ペ ー ジ)。

以 卜.,「生産性 同91は,労 使 が労働過程での生産性向 ヒに向けた相互 コミッ トメン トを基軸

に社会的に結合す る枠組み と して,「 団体交渉」 は,労 使が労働市 場過 程で労働力商 品の売手 と

買手 として社 会的に結合す る枠組み と して,本 論のキー ・ター ムとな る。
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りもむしろ並列 ・共存するというこ.とである。

本論では,先 ず労働政策の主体=資 本主義国家 と現場の労使関係 との関連を

中心論点に労資関係の構造的枠組みを暫定的な認識装置として提示 し,次 にこ

れに基づいて80年 代を分岐とす る現代イギリス労資関係変化の歴史過程の中に

大きく二つの労資関係モデルを.見出しうることを示 し,こ の第一の仮説の検証

を行うことを課題とする71。

ここで,第 一の仮説の意味す るところを若干敷衍するとともに,そ の限定或

いは留保について述べておこう。80年代を分岐 とする現代イギ リス労資関係変

容の歴史過程においては,互 いに関連 した二つの動 きを見出すことができる。

一方での,国 家の労働政策における労働組合統合から排除への転換であ り,他

方での,団 体交渉という枠組みから労使の 「生産性同盟」 とい う枠組みへの職

場労使関係の編成のあ り方の変化である。まず,国 家の労働政策における労働

組合統合から排除への転換 という規定が意味することは二点である.一 つには,

イギリス戦後体制の第一義的前提であった体制による完全雇用の維持責任は,.

失業問題を内部的に処理する機構を持たない労働組合を体制内部に統合するも

のであったとい うことである8;。また,一 一つには,80年 代以降の完全雇用の維

持責任の放棄は,国 家の労働政策における労働組合統合か ら排除への鋭い転換

を表示 しているということである。次に,職 場労使関係の編成のあり方の変化

に関わる規定が意味することも二点である。一つには,従 来のイギリ.ス職場労

使関係においては,労 使は専ら労働力商品の売手 と買手 との間の労働市場過程

での団体交渉という枠組みを通 して社会的に結合していたのであり,そ こでは

労働市場過程での労使関係の 「ルール」(arateforthejob)力 宝労働過程での

労使関係の 「ルール」(制 限的な労働慣行)の あ り方を規定 していたというこ.

7)本 論で の作業 ぽ,職 場労使 関係における集団主 義と個 人主義 の問題 を考察す る第二の仮説の検

証作業 の準備作業で もあ る。第二の.仮説の検 証についてぽ,具 体 的な職場労使 関係 を事例 に稿を

新 たに して行 う予定であ る。

8)栗 田健,『 現代 労使 関係 の構造一 イギ リスにお けるその展開 と破綻』,東 京大学出版会,1978年,

】.77-180ベー ジ=レ
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とで あ る。Beardwell〔1992〕 の ター ムに従 えば,こ こにおい ては労使 双方の

労使 関係昏 のアプローチ は 《代 表主義》 であ る。 また,一 つ には,生 み出 され

つつあ る新 たな職場労使 関係 のもとで は,労 使 は生 産性 向.ヒに向けた労働過程

での労使相 互の コミッ トメ ン トす なわ ち 「生産性 同盟」 とい う枠組み を通 して

社会的 に結合 してい るので あ り,そ こで は労働 過程 での労使 関係 の 「ルール」

(柔軟 な労働慣 行)が 労働市場過程 での賃金や雇用 のあ り方を規定 してい る と

い うことであ る。 ここにおいては,経 営側 の管理権限 を受容 し作業組織 の内的

フ レキシビリテ ィ保持に備え ることが,労 働者側 に とって雇用機会,付 加給付,

賃 金水 準の改善 を図 ってい く..ヒで の メ リットとな るので あ り'),労 使 関係 当事

者 のアプローチ は 「彼 らの企業」 の経 済的成功 に向けた 《統合主義》 とな る。

それ故 に,こ の第一の仮説 は,上 述 した歴 史過程 に見 出 しうる二つの変化,

国 家の労働政策 における転換 と職場労使関係 の編成 のあ り方 の変化が,従 来の

労 資関係 タイプか ら生み 出されつつあ る新 しい労資 関係 タイプへ の転換の過程

として再構 成 され うる とい う ことを.主張す る もので あ る。す なわち,Beard-

well〔 ユ992〕 の 規定 に関連 づ けて言 うならば,労 働組合 を体制 内部 に統合 した

マ クロの労働 政策が職場労使 関係 の 《代表主義〉 を保証す るマ クロ基軸 の労資

関係か ら,ミ クロの職場労使 関係 の 《統合.主義〉 が労働 組合排 除への労働政策

の転換 を支持強化する ミクロ基軸 の労資関係へ の転換であ る。

次 に,仮 説 に対 す る限定あ るい は留保 についてで ある。Beardwell〔1992〕

も指摘す るように集団的労使 関係 への変.化はまだ始 まったばか りであ り,今 な

お進行 中であ る。本論の仮説 も,上 述 した新 たな 「生産性 同盟」 を基底 とした

職場労使関係が.イギ リス に於いて既に支配的 となった ということを主張 しよう

とい うもので はない。一...一方 で は,Batstone[1988〕 に代 表 され るように,変 化

論 が特定 の事例 に依拠 してい るとい うことを理 由に,イ ギ リス労使 関係 の非変

化 を強調す る主張 も根強い1。)。しか し,こ うした主張の弱点 は,変 化 を示す事

9)K、Bonnett,⑫ 磁,p、101及びW.ス ト17ーク,前 掲論文,264ペ ージ。

10)E.B・1・t鵬 下舵Rψ ・仰げ恥 ・馳 促鯉 醐痂・・'R・'・・遺編Ci・ 祀nd・n2・…,19蕗 ・e・p・・h・p・

5.
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例がどの程度になれば変化 したと言えるのか,産 業 ・企業規模等に応 じて多様

なタイプが混在 し多様な動 きが交錯する現場の労使関係の巾で どこに基準をお

いて変化 ・非変化を判断するのか,恣 意的ではない合理的基準を示 しえないこ

とにある。国家の労働政策における労働組合統合から排除への転換に照応 した,

新たなタイプの職場労使関係が生み出されつつあるという事実をこそ重視すべ.

きであり,.この双方の動 きがイギリスにおける労資関係の転換を示唆 している

というのが本論の仮説の立場である。最後に,本 論では,職 場労使関係の記述

については製造業 ・マニュアル労働者に関わる労使関係が念頭に置かれている

ことを付け加えておく。此処こそ,こ れまでのイギリス労働組合主義の拠点で

あったか らであり,.厳 しい経済 ・政治環境の中で最 も強 く変化を強いられてい

るところだか らである。

II労 資関係の構造的枠組み ・方法論的検討

本節の課題は,以 降の行論に必要となる労資関係の構造的枠組みを方法論的

に提示することである。その際,労 働政策の主体=資 本主義国家 と現場の労使

関係 との関連が中心論点となる。11.1心的な検討素材 としては,中 西洋氏の 「労

働政策論」を取 り上げる。

1.中 西 「労働政策論」における現場労使関係と資本主義国家

中西氏の 「労働政策論」の骨格 となるロジックを端的に特徴づけるとすれば,

それは労働力商品化の矛盾から,資 本の被る労働力商品使用価値実現の不可避

的制約を媒介にして,労 働力商品市場維持 ・創出政策の主体としての資本主義

国家を導出することにある。 しか し,現 場の労使関係と資本:.i三義国家との関連

の示唆 を得るためにいま少 し仔細に検討すると,そ れは二段の論理的手続を

もって行われている。

論理的手続の第一段は,資 本 ・賃労働関係の矛盾的なあ り方から労働市場過

程と労働過程 とにまたがる現場労使関係の不安定性 ・対抗の契機を論 じること
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で あ る。 まず,中 西氏は,労 働 力商品の販売過程で ある労働市場過程を 「労働

者」 に とって肉体的には不可分 雑な 「労働力」が 「労働者」か ら社会的 に分 離

され る過程 と捉え,そ の労働力 商品の消 費過程で ある生産 ・労働過程を本来的

には不 可分雑 な 「労働者」 と 「労働力」が 対立 させ られ る過程で あ る と捉 え

る】D。ここか ら,氏 は,資 本の運動 の核心=価 値生産 ・価値増殖 の過程 はその

運動の動機において全 く異 質な性格 の賃労働 を根拠 と して行われざ るをえず,

資 本 による労働力商品の使 用価値実現が不可避的 に制約されざ るをえない こと

を明 らか にす る1%資 本 の生産過程(労 働過程)に お ける労働力商 品の使用価

値実現 の本 質的な不確 定性 が帰結す る ところは,「 資本が どれ程 の質量 を もつ

"生 きた労働"を 支出 させ うるか というその点 は
,.労 働市場 と生産現場 にお け

る労資の葛藤の うち に,は じめて現実化す る」 とい うこ とに他 な らない1㌔ 資

本 ・賃労働 関係 の矛盾 的なあ り方 は,労 働力商品取引をあ ぐって労働市場過程

と労働 過程 とにまたが る現場労使関係の不安 定性 ・対抗 の契機 を生み 出 し,労

働市場過程 における労使関係 と労働 過程 における労使 関係 の分節 と連関 を生み

出す とされるので ある。

論理 的手続 の第二段 は,労 働 市場 過程 と労働過程 とにまたが る現場労使 関係

の不安定性 ・対抗の契機を根拠 として,資 本 蓄積 の確保 を機能的要件 とす る労

働政策 の主体 としての資本主義 国家 の必 然性 を論 じる ことであ る14)。氏 によれ

ぽ,一 方で,資 本主義の基礎構造で ある労働力商品取引は本質的に労使 関係論

的 な不確定的性格 を免 れず,力 と力が こ とを決す るとい う意味で アナーキーな

性格 を有す るのであるが,ま た一方で,資 本 ・賃労働 関係 の統 一 としての資本

の全運動 はそのよ うな労使 関係論的 な 「主体 と客体 の無 媒介的互換性」 を許容

す る もので はない とされ る1%こ こか ら,資 本蓄積の確保 を機能 的要件 とす る

11.)中 西洋,『H本 における 「社会政策」・「労働問題」研究一 理代資本主義国家と労資関係一
・一』,東 京大学出版会,1979年,161ペ ージ。

12)同..ヒ書,工54-156ページ,160-162ペ ージ。なお,資 本の運動の動機がG-W-G「 によらて表

示されるとすれば,賃 労働の運動の動機はA-G-Wに よって表示される。

13)同 上書,164ペ ージ、

14)同 上書,187-189ペ ージ。
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資本主義国家の労働政策が労働力商品市場創出 ・維持政策としてその存在を要

請されることとな り,「従 って主体は常に資本家(経 営者〉であ り,客 体は常

に労働者」であることが確認されることとなるのである1㌔

本論にとって,以 上の中西氏の 「労働政策論」が持つ積極的意味は,労 資関

係研究の領域を資本主義国家の労働政策,労 働市場過程をめ ぐる労使関係,労

働過程をめ ぐる労使関係の三つに概念的に分節 しその相互の連関と位置関係を

明らかにすることを通して,労 資関係の構造的枠組みを示唆 していることであ

る。資本主義国家あ労働政策が,労 働力商品取引の特殊性 に根拠 をもつ現場の

労使関係の不安定性 ・対抗の契機に対 して とりあえずは一定の秩序を与えずに

はおかないものとして,そ してそれ故に現場の労使関係の不安定性 ・対抗の契

機をその理念と機構の中に映 し出さずにはおかない もの、として,そ の位置を確

定されていることが重視されねばならない1㌔

2,中 西 「労働政策論」の難点と戦略的アプローチ

中西氏の 「労働政策論」の本論にとっての積極的意味が,資 本主義国家の労

働政策と現場の労使関係の位置関係を明らかにすることを通 して労資関係の構

造的枠組みを示唆 していることにあるとすれば,そ の最大の難点 も氏の言 う

「資本主義国家の労働政策」に関わる。

まず,中 西 氏の 「労働政 策論」 に直接切 り込む批判 として,高 橋克嘉

〔1984〕がある。高橋氏は,中 西氏の言う 「労働政策の主体;資 本主義国家」

は 「資本一貫労働関係の現実的展開にあわせて,労 働力商品の創出 ・維持のた

めに登場 し,自 らの機構を整備 しつつ展開す る,資 本にとってまことに好都合

15)同 上香.477ペ ージ 及び191ベ ー ジ.

16)同 上書,191ペ ージ。

17)石 田光男..「社会政 策学 と産業関係学 一 労働 問題研 究 の方法 をめ ぐって」,中 條毅 編r産 業

関係 学研 究」,中.央経 済社,1992年,60ペ ージ.中 西氏 の 「政策論的方法」 に対す る的確 な解説

がみ られ るが,こ の文献の意義は決 してそれ に とどまる もので はない。労使の対抗関係が 「ルー

ル」 に凝縮 して表現 され る医界 として現場 の労使 関係 を位置づ け,い わば ミクロ的な 「労働政策

論」 の世界 と して よリクローズ ァップする必 要を説 いてい る点で,示 唆 に富む もの とな っている。
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な機能主義的階級国家jとして想定されていると批判する則。その上で高橋氏

は，マルクスのI資本， 11土地所有， m賃労働， N国家， V外国貿易，刊世界
市場とL、う経治学批判体系プランの展開序列を踏まえて，積極的な自己の資本

主義国家理解を以下の如く対置される。一つには，国家は資本家階級の単なる

道具にとどまるものではなく，三階級定立の後に市民社会の総括として構想さ

れるべきものであるということであり，また一つには，国家は市民社会におけ

る支配階級たる資本家階級が白らの階級利害に法，または国民的利益といった

普遍的表現をあたえ，市民社会を総括しつつその支配を貫徹する政治形態であ

るということである。ここで確認できる中西氏の「労働政策論jの難点の核心

は，労働政策の主体二資本主義国家が専ら資本蓄積の確保をその機能的要件と

するものとして導出されており，観念的で抽象的な「国家=総資本」という大

河内氏的理解から自由となっていないということである前。

次に中西氏の「労働政策論」に関わって，間接的ながらその難点を鋭く射抜

く所論に， J H ゴールドソープの社会的行為論の視点からのマルクス主義批

判がある。ゴールドソープの提出する論点は，第一に，マルクス主義は経済社

会システムの機能的要件・必要から分析を出発させ，社会制度・社会構造の性

格を経済社会ンステムの機能的必要に対する反応という観点から説明するもの

であるとしづ批判である。そして，第二に，政治経済の制度・構造は個人や集

合体など個々の行為者が同らの戦略的考察に基づいてそれぞれの目的を追求し

てきたことの結果として説明されねばならない，との見解を提示する則。この

ゴールドソープの提出する論点は，中西氏の「労働政策論jの方法に何が欠け

ているかを回射している。中西氏にあっては，資本主義同家の労働政策が，現

場の労使関係における対抗関係に根拠を持つものとして設定されながらも観念

18) 高橋克嘉， rイギリス労骨組合主義の研究J，~本評論社. 1984年， 300ページ。
19) 同 k書， 3回 301ペジU
20) J. H ゴールドソープ， r~ 本語版への序正J. (1. H Goldth町 pe，ed.， Order四 d白 nflictin 
Cuntemporary Capitalu77、ClarendonPre酒， 19剖)，稲上段訳， r収融の終需J，令官堂。 1987年，
6-7ペジ。
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的な 「国家=総 資本」の枠内に囲い込まれてお り,現 場労使 関係展 開の社会

的 ・制度的基盤をめ ぐる 《当事者》の戦略的アプローチに対 して閉ざされてし

まってい るのであ る2㌔

中西氏の 「労働政策論」に対する高橋氏のプラン国家論からの批判やゴール

ドソープの社会的行為論の視点か らのマルクス主義批判が本論の方法論的検討

にもた らす積極 的貢献 は,以 下 の通 りに集約で きる。まず,第 一に,労 働 政策

の主体=資 本主義 国家 は,抽 象的かつ観念的な 「総資本」 として設定 され るべ

きで はな く,《 当事者》の戦略 的 アプ ローチ に開かれ た 「戦 略的土俵」 と して

設定 されねば ならない とい うこ とで ある副。そ して,第 二 に,資 本主義国家の

労働 政策は,《 当事者〉 の戦略 的アプローチの 「形態 を規 定された凝縮 」23,とし

て,現 場労使関係の世界の社会的 ・制度的基盤を設定するものであり,使 用者

側 ・労働側の帰属利益をも定義するということである。資本主義国家を 「戦略

的土俵」 とする労働政策ば,労 使関係論のタームで言えば,《 当事者》である

《労》《資》の対抗が凝縮するいわばマクロの 「ルール」に他ならない。

21)こ こで言 う く当事者》 は,現 場労使関係 にお ける当事者であ る労使 とは当然 の ことなが ら異 な

る。具.体的には,政 党 と使用者団体.労 働組合等 との ブロックが問題 となろ う.

22)こ うした観 点からのマルクス主義国家論の精級化の試み としては.こ れまで の国家論 における

「資本一 論理 アプローチ」 「階級一.理論 アプローチ」の二分論 を架橋す るもの としての ジェソ ッ

プ国家論=「 戦略一 理論 アプローチ」 がある。ジェ ソップによれば,「 資 本一 論理 アプローチ」

は,資 本の共通の要請に照応 した 弁別 的な政治制度 〔耳 「 ・つの観念的総資本家」)と しての国

家 を想定す る ものであ るが,国 家の性格を資本主義 的生 産様式 の性格か ら導出 しようとす る中で

経 済還元主義的 な幻想 に陥 ってい ることをその難点 とす る。また,「 階級.理 論アプローチ」 は,

社会 ・経済闘争 の具体的様式 に焦点を据 え社会関係 の凝集 と しての国家 を想定す るものであ るが,

国家の 「内実」 を重視するあま りその 「形 態」で ある資 本主義的形態 を無視 して しまうことをそ

の難点 とす る.「戦略一 理論 アプローチ」は,こ うした 「資本.一論理アプローチ」「階級一理論ア

プロー チ」の二分論 を止揚 する もの として位置づ けられている。 ジェ ソップに よれば,「 戦 略一

理論 アプローチ」 の観点 か らは.「 資本一 論理 アプローチ」 の想定する抽 象的 な 「観念 的総盗本

家 としての国家」は 「競争 的な蓄積戦略1な い し 「蓄積 レ.ジ・..ム」の点で検討される こととなる。

また,階 級闘争 の場 としての国家 は 「競合的 なヘ ゲモニー的企図」 と 「同盟戦略」 の点から検討

され る こと となる(B.Jessop.3㍑fc7洗 朋び=血 ε伽g疏 βαψ面'F∫RStaresinthe,PLCPO】ity

Press,1990.中 谷義和訳 「国家理論」,お 茶の水書房,1994年,379-380ペ ージ)。

23)同 上書,373-3ア8ペ ージ,391-396ペ ー ジ。 ジェソ γプによれ ば,「 国家 の資本 主義 的類型 とい

う形態」は,園 家 に於いて,ま た国家 を媒介 として行動す る社会 的諸勢力 の過去 の諸 戦略 と諸闘

争 の形態 とい う点か ら理解され うるものであ る。
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3.労 資関係の構造的枠組み

第一 に,現 場 の労使 関係 の世界は,.労 働市場過程,労 働 過程 にまたが る労使

の対 抗が ジ ョブをめ ぐる 「ルー ル」 に凝縮す る ミクロの 「ルール」 の世界で あ

る。

第二 に,労 働政策 の主体=資 本主義 国家 は,《 当事 者》 の戦略的 アプロー チ

に開か れた 「戦 略的.上俵」で あ り,く 当事 者》 の対抗が現場 労使 関係展 開の社

会 的 ・制度的基 盤をめ ぐる 「ルー ル」で あ る労働 政策 に凝縮 す る,マ クロの

「ルー ル」の世界 である。

第三 に,労 資 関係 は,現 場の労使関係の世界 とマ クロの 「ルール」 の世界 と.

に よって構成 され,.ジ ョブをめ ぐる労働市場過程,労 働過程の 「ルール」 とマ

クロの 「ルール」で ある労働政策 によって表示される。

III現 代イギリス労資関係変化における二つの労資関係タイプ

本節の課題は,第 二節で提示 した暫定的な認識装.置に基づいて,現 代イギリ

ス労資関係変容の歴史過程の中に,団 体交渉という枠組みを現場労使関係の基

底とするマクロ基軸の労資関係から労使の 「生産性同盟」 という枠組みを現場

労使関係の基底 とする ミクロ基軸の労資関係へという労資関係の転換を見出す

ことであ り,そ れぞれの構造を理論的に再構成 し転換の内的ロジックを追うこ

とである。

歴史過程の中に二つの労資関係タイプを見出すために最初に問われる問題は,

その労資関係 タイプが見出される歴史空間をどう設定するかということであり,

とりわけその歴史空間の始点をどう設定するかということである。資本主義国

家の労働政策 と現場労使関係の編成のあ り方から労資関係の構造的枠組みを構

想する方法論的立場から,本 論は,ケ インズ主義的な完全雇用政策=体 制によ

る完全雇用の維持責任が戦後改革期における産業国有化にとってかわった戦後

合意の確立時点を歴史空間の始点として設定する。
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1.団 体交渉 という枠組みを職場労使関係の基底 とするマクロ基軸の労資関係.

体 制 による完.全雇用 の維持責任 とい う労働政策 は,一 面で は,労 働組合 に労

働力 の商 品性 を保証す る ものであ り,一 面では,労 働者管理 的な取引的組合主

義か らの離脱や産業 国有化 の進展 を回避す る とい う意 図を組み込 む ものであ っ

た。それ は,「 資本主義 を機能 させ る こと」 に‡台 を置 くものであ ったのであ

り,社 会民主 主義 的な合意 とい うよ りもむ しろハ イブ リ ッド的な性格 を有 して

いた助。従 って,こ の労働 政策は,国 民経 済の場への労働 組合統合 とい うマ ク

ロの 「ルール」 を表示す る ものであ ったのであ り,労 働市場過程で の団体交渉

とい う枠 組みを通 して労使が結合す るとい う,現 場労使 関係 に対す る 《代表主

義》 の アプローチの社会 的基盤 を形成す るものであ ったので ある。

α).現 場 労 使 関 係 の 世 界 に お け る ジ ョ ブ を め ぐ る 「ル ー ル 」

労 働 力 商 品 の 売 手 と買 手 の 問 の 団 体 交 渉 と い う枠 組 み を 通 し て 社 会 的 に 結 合

す る と い う 《代 表 主 義 》 の ア プ ロ ー チ の 下 で の 現 場 労 使 関 係 の 構 造 的 特 徴 は,

ジ ョ ブ を め ぐ る 労 働 市 場 過 程 で の 「ル ー ル 」 が 労 働 過 程 で の 「ル ー ル 」 を 規 定

す る と い う こ と で あ っ た 。

労 働 市 場 過 程 で の 団 体 交 渉 と い う枠 組 み を 通 して 労 使 が 社 会 的 に 結 合 し て い

た と い う こ と は,労 働 力 商 品 が 個 人 別 に は 取 り引 き さ れ ず 専 ら 集 団 的 に 取 り引

き さ れ て い た こ と を 意 味 す る。 一 方 で は,基 本 賃 率 は,労 働 力 商 品 の 銘 柄 に 応

じた 仕 事 別 ・熟 練 度 別 賃 率 で あ っ た の で あ り,Aと い う 労 働 力 銘 柄 が 団 体 交 渉

で 一 旦Xポ ン ド と 設 定 さ れ れ ばA、 もA2もA。 も労 働 力 銘 柄Aに 属 す る 限 り,

そ の 賃 率 は 全 てXポ ン ドで あ っ だ51。 ま た一.一方 で は,.各 種 出 来 高 給 も,集 団 と

24〕B.Jessop,K、Bりnn¢tt,S.Bromley,T.Ling,"AuthoritarianPopulism,TwoNatiu【1s,and

Th誼cherism",N6聡.五4～R殿 軍∫8別,No.147,1984,p.39.

25}石 田光男,「 内部労働市場論の再構成一一日本の現状 とそ の理論化 」,西 村 ・竹 中 ・中西編 『個 人

と共同体の社会科学』,ミ ネルヴァ書房,1996年,223225ペ ー ジ。ジ ョブをめ ぐる 「ルール」 の

あ り方 については,こ の石目]氏の所論 に多 くを負 うてい る.な お,本 論の行論 か らも明らか なよ

うに,労 働力商品の集団的取 引が問題なのであ って,arateforthejobの 「ルール」は産業別全

国統一交 渉の支配 と結びつ け られるべ きでは ない。Br.一.に よれば.産 業別全 国統一交渉が衰

退 し,マ ニ ュアル労働.者の2/3に 関 しては単一雇 主協定が賃金交渉の第一義的な基礎 となってノ
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し て 受 け 取 る 賃 金 収 入 全 体 を 最 大 化 し よ う と 追 求 す る 労 働 者 集 団 内 部 の 自 治 的

取 り決 め に よ っ て 本 来 の 能 率 刺 激 の 役 割 を 喪 失 し,そ の 基 準 ・改 定 方 式 を め ぐ

る 単 な る 職 場 賃 金 交 渉 の 機 会 に 転 化 さ れ て い た 蜀。 従 っ て,労 働 市 場 過 程 で は

ト つ の 職 務(労 働 力 銘 柄)」 に 「一 つ の 賃 率(価 格)」 が 対 応 し て い た の で あ.

り,arateforthejobが 労 働 市 場 過 程 に お け る 労 使 関 係 の 「ル ー ル 」 で あ っ た 。

労 働 市 場 過 程 で の 「ル ー,レ 」 がarateforthejobで あ る と い う こ と は,労

働 過 程 で は ワ ン マ ン(oneman)に は ワ ン ジ ョ ブ(onejob)が 対 応 す る と い

う こ と で あ る27,。 こ の 「ワ ン マ ン ・ ワ ン ジ ョブ 体 系 」 の ドで は,一 方 で は,課

業 を 設 定 す る こ と を 通 して 労 働 過 程 に お け る統 制 を 確 保 し よ う とす る 経 営 規 制

は,各 人 の 工 夫 の 余 地 を 残 さ ぬ よ う に ジ ョ ブ を 細 分 化 す る と と も に,品 質 管

理 ・保 全 な ど の 支 援 職 能 を 特 化 さ せ る,.作 業 組 織 の 追 求 を そ の 内 容 とす る こ と

と な る 。 ま た,一 方 で は,労 働 者 各 人 は,ジ ョブ ・ホ ル ダ ー と し て 「自 ら の 作

業 範 囲 に は 他 者 の 介 入 を 許 さ な い と 同 時 に,自 ら の 作 業 範 囲 に 属 さ な い こ と は

手 を 出 さ な い 」 と い う ジ ョ ブ ・コ ン ト ロ ー ル(職 務 支 配 〉 を 強 め る こ と と な

る 鋤。 従 っ て,労 働 過 程 で の ジ ョブ を め ぐ る 「ル ー ル 」 は,こ う し た 経 営 規 制

と労 働 者 側 の ジ ョ ブ ・コ7ト ロ ー ル の 生 み 出 す 作 業 範 囲 の 弾 力 性 の 著 しい 制 約

と 制 限 的 な 労 働 慣 行 で あ っ た と 言 え る が,こ の ジ ョ ブ を め ぐ る 「ル ー ル 」 で あ

る 制 限 的 な 労 働 慣 行 は 労 働 市 場 過 程 で のarateforthejobの 「ル ー ル 」 に 規

定 さ れ る も の で あ っ た の で あ る 。

現 場 労 使 関 係 に お け る ジ ョ ブ を め ぐ る 「ル ー ル 」 の こ う した あ り方 が 意 味 す

＼い た1970年 代 に おいて,集 団的取 引 の カバ リフジは 「平和 時 の ピー ク」 に達 して いた 〔W.

Brown,"TheContra[tin.ofCollectiveBargaininginBritain",B寵 卍訪,面Mr照 ♂げZ冊ゴ鰹`rゴα'R酔

如 ゴo幡vol.31,no.2.June1993,pp.192-194)。

26)戸 塚 秀夫,1労 働 運動 の針路一 労使 関係 調査か らのメ ッセー ジ』.東 京大学 出版会,1982年,

111-112ペ ー ジ及び石田光男,前 掲論文 「内部労働 市場諭の再構A;;,.224ペ ージ。

27)「 ワンマ ン ・ワンジョブ体 系」 については.BSC(イ ギ リス鉄鋼公社)の 職場労使 関係 を拝

.細 に調査 した菊池光造,「 新 設工場 の操 業と労使関係.i,戸 塚 ・兵藤 ・菊池 ・石 田,r現 代 イギ リ

スの労使 関係 ・下』,東 京大学 出版会,1988年,112-113ペ ージを参照。

28)同 上,113ペ ージ。

29)自 由主義的多元 室義者の 「労使紛争の制度化」 のロジ ックについては,E、Ba猷onε,1物 規f㎎

伍 読鵡BasilBlackwell,1984,pp.8-11,p.300.を 参照。
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ることは,相 克す る利 害の間には正和 的な和解の余地があ るので合同規制 の機

構 を通 して労使紛争は制度化 しうる とい う,自 由主義的多元主義者の想 定す る

「労使紛争の制度化」のロジ ックが,自 足的 には成立 しえない とい うことであ

る鋤。相 克す る利 害の問の正和的 な和 解の ポイ ン トとなる労働過程で の労使 関

係の安定が,.使 用者側の経 営権 への固執 と労働組合側の ジ ョブ ・コン トロール

(職務 支配)の 衝突 によ って確 保 され得 ないか らである冊,。

以 下,次 稿)

30)K.SissonandW.B.,丁 丁【ndusthalRclationsinthePrivateSector=Do田vanRe-VlsltedP',

.inG.S.Baln、ed.,1η4醐 診r∫α'魚 価fθπ肩 ηBrIε α畝BasilBlackweU,19呂3,pp、151-153.こ こで の

Sjsson&Brownの 見 解 の ポ イ ン トは,① 使 用 者 側 と労 働 側 が 自 ら の 見解 を他 者 に 課 そ.う とす る

片 務 的 規 制 の双 方的 追 求 を交 渉 の 「ベー シ ッ ク ・モデ ル 」 とい う概念 で把 握 して い る こ と,② こ

う した 交 渉 の 「ベ ー シ ック ・モデ ル」 は労 働 過 程 をめ ぐ って最 も鮮 明 とな る と指摘 してい る こ と.

③ 「制 度 化」 の起 源 を 「この ア ナ キ ー と不 確 実 性 を除 去 す る た め 」 の経 営 と政府 の試 み に求 めて

い る こ と,の 三点 で あ るD


